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要望先：文部科学省・環境省 
    資源エネルギー庁・原子力規制庁 

県担当課：環境政策課・大気環境課 
     企業局総務課・下水道管理課 

 東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う放射能汚染に対する県民の不安は未だ

十分に払拭されていない。また、空中を浮遊する微小粒子状物質（ＰＭ２．５）に

よる県民の健康への影響が懸念されている。 

 こうした課題に対して、県民が安全な地域環境を享受できるよう、効果的な対策

を早期に講じる必要がある。 

公害のない安全な地域環境の保全 

放射性物質により汚染された廃棄物及び土壌等の処理の推進 

 放射性物質汚染対処特別措置法等に基づき除却した土壌について、安全性の確保

を前提に適切な処理が進むよう、国において処理基準を明確に定めること。 

 事故由来放射性物質により汚染された廃棄物（下水汚泥焼却灰など）のうち、汚

染レベルが低く人体に影響を与える影響等がないものについては、安全性の確保を

前提に的確な再利用等が進むよう基準を見直すこと。 

 

環境省・原子力規制庁 

◆現状・課題 

 ・ 放射性物質汚染対処特別措置法に定める汚染状況重点調査地域では、放射性物質に

汚染された除去土壌を学校、公園等で仮保管している。また、それ以外の地域でも、

国のガイドラインに基づき同様の措置を実施している。このため、仮保管場所周辺を

日々利用する子供や高齢者などの安全や健康への不安が高まるなど、早急な除却土壌

の処理が求められている。 

 ・ 放射性物質に汚染された下水汚泥の焼却灰などの廃棄物を再利用するには、国が定

めるクリアランスレベル（例えば脱水汚泥等の再利用には 100Bq/㎏）を下回る必要が

ある。しかし、設定されている水準が高いため人体への影響がほとんどない廃棄物に

ついても再利用が進んでいない。 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 除去土壌の仮保管状態を早急に解消するため、処理基準を早期に定めること。また、

安全性が確認できない除去土壌を処分する施設を、国の責任において早急に設置する

こと。 

 ・ 放射性物質の濃度が 8,000Bq/kg以下の汚染レベルの低い廃棄物については、再利用

等の円滑な処理が進むようクリアランスレベルなどの安全性に関する基準を見直すこ

と。 
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大気中の石綿濃度に係る評価基準等の設定 

 一般環境及び建築物等の石綿除去作業周辺における大気中の石綿濃度について、

評価基準を設定すること。また、大気汚染防止法に規定する「特定建築材料」以外

の石綿含有建材使用建築物の解体等作業について、湿潤化の実施や手作業による取

外し等の作業基準を設定すること。 

 

環境省  5 
 

◆現状・課題 

 ・ 本県では、現在、一般環境及び建築物等解体時の周辺環境について、大気中の石綿

濃度を測定している。しかし、これらの評価基準が設定されていないため、大気汚染

防止法の特定粉じん発生施設（※1）に適用される敷地境界基準を参考にしている状況

である。 

 ・ また、大気汚染防止法に規定する「特定建築材料」（※2）以外の石綿含有建材使用

建築物の解体等作業について、湿潤化の実施や手作業による取外し等の作業基準が設

定されていないため、実効性のある指導ができない。 

 

    ※1 特定粉じん発生施設：解綿用機械、紡織用機械、切断機等（石綿を含有する     

製品の製造の用に供する施設に限り、湿式及び密閉式のものを除く。） 

  ※2「特定建築材料」：吹付け石綿、石綿を含有する断熱材、保温材及び耐火被覆材 

 

 ○一般環境中の石綿濃度の推移（埼玉県） 

 

 ○特定粉じん排出等作業に係る届出数及び立入検査数（埼玉県全体） 

年度 届出数 立入検査数 

23 248 278 

24 216 310 

25 189 273 

   

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 一般環境及び建築物等解体時の周辺環境に係る石綿濃度の評価基準を設定すること。 

 ・ 大気汚染防止法に規定する「特定建築材料」以外の石綿含有建材使用建築物の解体

等作業について、湿潤化の実施や手作業による取外し等の作業基準を設定すること。 
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要望先：経済産業省・国土交通省・環境省 

県担当課：産業廃棄物指導課・資源循環推進課 
水道管理課・下水道管理課 

資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進 

 資源循環型社会の構築にあたり、再生利用よりも優先されるべき廃棄物の発生抑

制、再使用を促進する制度が不十分である。さらに、一般廃棄物や産業廃棄物の放

置事例が多数発生しており、不法投棄を未然に防止する仕組みや、放置された廃棄

物をよりスムーズに撤去できる仕組みを整えていく必要がある。 

 また、浄水場や下水処理場で排出される浄水場発生土や下水汚泥焼却灰も廃棄物

であるが、これらには、福島第一原子力発電所の事故により放射性物質が含まれて

いるため、処分や再利用が進まない状況である。処分や再利用を進めるための実効

性のある方策が急務となっている。 

 1 

3 

放射性物質を含む浄水場発生土、下水汚泥焼却灰の処分、 

再利用の推進 

 
国土交通省・環境省 

 浄水場や下水処理場で排出される放射性物質を含む浄水場発生土や下水汚泥焼却

灰について、放射性物質汚染対処特措法（＊１）、廃掃法（＊２）及び考え方（＊３）に沿った

処分・再利用が現実的に進んでいない実態を踏まえ、国が主体となり管理型処分場

を斡旋する等、処理が進められる方策をとること。また、住民の放射線に対する不

安を取り除くよう、安全性を説明し、理解を得ること。 

 考え方に基づき、検出される放射性セシウムの濃度によっては、セメント等への

再利用が可能となっているが、国民の安全性に対する懸念から従前どおりの再利用

は困難な状況であるため、安全性について国民に広く周知を図ること。 

 さらに、放射性物質濃度を低減させる技術の開発の継続、新たな再利用方法の研

究など浄水場発生土、下水汚泥焼却灰等の処分・再利用を進めるためのより実効性

のある具体的な方策を早急に示すこと。 

 
（＊１）平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放

出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法 

（＊２）廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
（＊３）放射性物質が検出された上下水処理等副次産物の当面の取扱いに関する考え方 
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土砂の適正管理のための法制度の整備 

 土砂の排出、たい積に関する不適正な事例に対して必要な規制を行うことができ

るよう総合的な法制度を整備すること。 

 
◆現状・課題 

 ・ 宅地造成等規制法等の既存法令は、土砂そのものに関する法令ではない。このため、

土砂が大量に山積みされるなど、不適正な事例が見受けられる。 

 ・ 本県では、平成 15年２月から「埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例」

を定め、土砂の排出から規制を行っているが、県域を越え広域的に土砂が流通してい

ることから、受入側の本県の対応のみでは限界がある。 

 

◆提案・要望の具体的内容 

 ・ 土砂の排出、たい積に関して必要な規制を行う法制度を創設すること。 

 

石綿含有廃棄物の再生砕石への混入防止対策の推進 
 

 石綿含有廃棄物の再生砕石への混入を防止するため、解体工事現場における石綿

含有廃棄物の分別排出を徹底させるよう、解体工事における石綿含有建材の混入を

防止するための法制度を整備すること及び大気汚染防止法を改正すること。 

 

国土交通省・環境省 

◆現状・課題 

 ・ 敷設された再生砕石中から、石綿含有廃棄物が発見される事例が発生している。 

 ・ 混入の原因として、解体工事現場で石綿含有廃棄物が十分に分別されず、コンクリ

ート塊の破砕施設に搬入される実態がある。 

 ・ 破砕施設においても原料の受入れに当たり、十分な確認を行うことは当然であるが、

根本的な対策として、解体段階での分別排出を徹底する必要がある。 

 ・ 建設資材のリサイクルを今後も促進していくため、再生砕石の信頼性を確保するこ

とが急務である。 

 

◆提案・要望の具体的内容 

○石綿含有建材の混入を防止するため、建築物その他工作物の分別解体、建設廃棄物と 

しての適正処理等が徹底されるような抜本的な法制度の整備 

  ・ 石綿含有建材の取扱いは、建築物その他工作物の分別解体、建設廃棄物としての

適正処理の各段階において、建設リサイクル法、廃棄物処理法等の関係法令により

規定されているが、依然としてがれき類や下ごみ等への石綿含有建材の混入が懸念

される状況にあり、当該混入の防止を徹底するためには現行の法制度では限界があ

ることから、解体工事現場における石綿含有廃棄物の分別排出を徹底させるよう、

解体工事における石綿含有建材の混入を防止するための法制度を整備すること。 

 

 ○大気汚染防止法の改正 

  ・ 吹付け石綿等の飛散性の石綿を使用した建築物の解体工事については届出が義務

付けられているが、非飛散性の石綿を使用した建築物の解体工事についても、届出

を義務付けること。 

 7 
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国土交通省・環境省 


